
様式第２号（第７条関係） 

 

光市長  様 

誓約書 兼 同意書 

（光市中小企業等人財定着・定住支援補助金） 

 ※必ず次の全項目を確認の上、□にチェックし、押印してください。 

 

□ 私は、補助金の交付要件を全て満たします。また、申請書類一式に虚偽や不正はありません。

さらに、交付要件等を確認するために市が必要と認める場合は、事業所等への状況確認、書面

提出に協力します。 

 

□ 申請日時点において、市内に事業所を有し、事業収入等を得ており、今後も市内で事業を継

続する意思があります。 

 

□ （人財定着支援事業の場合）従業員が参加する研修又は講習は、人財定着に資するものです。 

 

□ （人財定住支援事業の場合）従業員を居住させ、人財定住及び確保に資するため、社員寮又

は社宅の借上げを行うものであり、建設等による社員寮又は社宅の整備ではありません。また、

当該賃貸借契約は、１年未満の途中解約をしません。 

 

□ 補助対象経費について、国、県その他の団体等が実施する他の制度から補助を受けていませ

ん。 

 

□ 本申請に係る個人情報に関しては、補助金の目的の範囲内で使用されること及び補助金の事

務、交付、確認等に必要な範囲において、税務署等関係機関及び第三者に提供されることがあ

ることに同意します。 

 

□ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に

規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員と関係を有していません。 

 

□ 宗教活動又は政治活動を主たる目的としていません。 

 

□ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第

５項又は同条第１３項第２号に規定する営業を営んでいません。 

 

 私は、光市中小企業等人財定着・定住支援補助金の申請に当たり、上記の内容について誓約し、

及び同意します。 

 また、申請書類一式に虚偽や不正があった場合、補助金の交付を受けていないときは、その受

取を辞退し、既に交付を受けていたときは、速やかに返還します。 

 

     年  月  日 

本社所在地（法人）又は住所（個人）                    

法人名（法人）又は屋号（個人）                      

代表者名（法人）又は氏名（個人）                       


